
東日本大震災における防災ＧＩＳを
中心とした支援活動 

ＧＩＳday　in　沖縄　2011/11/28	
  
主催：一般社団法人 地理情報システム学会 沖縄支
部共催：NPO	
  法人沖縄地理情報システム協議会	


奈良大学文学部　地理科教授　碓井照子	




１．東日本大震災と阪神淡路大震災におけるGIS　	
  
　　利活用との相違点	


２．被災自治体におけるGIS利活用の事例	
  

３．WebＧＩＳを利用したボランティア活動の新しい　	
  
　　展開	


４．東日本大震災後の自治体GISの課題と展望	




①　地理空間情報活用推進基本法制定後の巨大災害	
  
　　◎国土地理院からの被災後・被災前データの迅速　　	
  
　　　　な提供	
  
　　　　　空中写真（震災前と震災直後）ダウンロード	
  
　　　　　オルソ画像（高解像度）のダウンロード	
  
　　　　　DEM（詳細DEM）にダウンロード	
  

１．東日本大震災と阪神淡路大震災における	
  
GIS利活用の相違点	


学会、研究所、企業、研究者個人,NPOなど
のGISを利活用した活発なボランティア活動
が展開された。	




阪神淡路大震災神戸市灘区における瓦礫徹去の進捗状況	

               １９９５年4月･5月･6月　　（GIS未使用）	


	
  	
  	
  	
  4月          ５月          6月	


灘区では、がれき撤去
業務にGISを導入してい
ない。撤去の順番は、
申請の受け付け順、撤
去箇所が隣接していて
も地図を利用していな
いので、分散して瓦礫
の撤去が実施される。
非効率な撤去状況	




長田区における瓦礫徹去の進捗状況（1995年4･5･6月　GIS
使用）	
4月	
 5月	
 6月	


長田区では、がれき撤
去業務にGISを導入　効
率の良いがれき撤去状
況	




阪神淡路大震災　瓦礫撤去箇所分布	
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長田区	
   東灘区	
  

GIS　効果的利用	
   GIS未使用	
  



GIS利用　効率的災害情報管理　1995　	
  

瓦礫撤去地	
  
新築	


仮設住宅	


無被害建物	




東日本大震災の瓦礫撤去へのGIS導入	


•  仙台市では、自治体GISを利活用して効率的な
瓦礫撤去	
  

•  石巻市	
  
独立行政法人 防災科学技術研究所　（長坂　俊成氏）提供スライド引用	
  

田口仁、 長坂俊成、, 臼田裕一郎、花島誠人、 小島誠一郎等によるｅこみマップ
＋現地パソコン立ち上げ支援による	


ボランティア活動の実施	


GIS学会防災GIS分科会　畑山チームによる	


自治体内防災ＧＩＳ活動	




東日本大震災における支援自治体	

•  震災発生後、岩手県遠野市の後方支援活動本部と共に現
地へ入り、自治体の要請に基づきeコミマップによる災害対
応業務の支援を実施	


3.	
  釜石市	
  
　　「がれき撤去支援システム」	


2.	
  大槌町	
  
　　「罹災証明書発行支援システム」	


1.	
  陸前高田市	
  
　　「罹災証明書発行支援システム」	
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  田口仁、 長坂俊成、, 臼田裕一郎、花島誠人、 小島誠一郎・GIS学会2011鹿児島退会発表スライド引用	




地理情報システム学会　東日本大震災支援チームについて	


阪神・淡路大震災，中越地震などの大災害時にGISを用いた自治体支援活動を展開	


地理情報システム学会防災GIS分科会の災害支援活動	


神戸市長田区	
 十日町市，川口町，	
  
旧山古志村	


特に罹災証明・被災者台帳発行業務での	
  
時空間GISの有効性について提唱	


GIS	


可視化	
  

空間DB	
  

空間分析	

復旧・復興フェーズ	
  
で活用	


平常時と災害時が連続的に利用できる統合型GIS構築	
  
→リスク対応型地域空間情報システム（RARMIS）の概念	


緊急対応時に時々刻々	
  
と変化する地域状況の	
  
把握に有効	


畑山満則（京大防災研）氏スライド引用	




ＧＩＳ学会防災GIS分科会ボランティア支援	
  
代表：畑山満則（京都大学防災研究所）	


•  様々な機関で作成されている地図データや航空写真
などの地理空間情報を統合し，情報連携の基盤を作
成する（データ作成）	
  

•  λ 時々刻々変化する被災情報を収集し時空間 DB	
  とし
て蓄積災害対策に必要な情報管理のための GIS	
  ソフト
ウエアの提供	
  

•  λ 国，県，政令指定市や周辺市町村との連携を見据え
たうえでの，被災自治体や地域コミュニティの復旧・復
興に関わる紙地図・地理空間情報活用のための技術
支援	




活動内容	

・EMT活動（内閣府）への参加	
  
　都道府県の受入実績と受入可能数（支援チーム独自の活動）	
  
　保健師派遣状況地図の作成（厚生労働省健康局総務課保健指導室との共同）	
  

・栃木県那須烏山市役所の支援	

　那須烏山市（栃木県下最大の人的被害，建物被害）のり災証明発行システム構築支援	
  
　栃木県の被災自治体を対象としたり災証明発行に関する説明会	
  

・宮城県亘理町の支援	
  
　災害対応FM「FMあおぞら」の支援をきっかけとして	
  
　ラジオ配布と被災者アンケート調査の支援	
  

・連携学会のサポート	
  

東日本大震災支援チーム(GIS学会防災GIS分科会）	


現地での活動とバックサポートで構成	


活動の詳細は，こちらでご確認ください	
  
h9p://rarmis.jp/dpgissig/	


地理情報システム学会である産・官・学のGIS技術者	
  
これまでの支援活動を通して協力関係を維持している自治体	
  
学会外からの有志の情報技術者	


50名程度	


栃木県庁での説明会の様子	
畑山満則（京大防災研）氏スライド引用	




東海・東南海・南海地震同時発生の可能性	
  
どうすればよいのか。	


リスクマネジメント	
  
危機を予防するため
のリスク分析	
   T	


クライシスマネジメント	
  
災害発生後の対処に関
するマネジメント	


防災から減災へ	
  

日常から災害をへていかに早く日常に戻るか	
  

日常的に利活用するGIS(自治体ＧＩＳ)から緊急時
の防災GIS活動へ	




◎	
  (東日本大震災）ベースになる基盤地図情報
の存在が重要	
  

　　　　　被災地域全域（25000レベル）	
  
　　　　　被災地域一部（2500レベル）	
  
　　　　　　2500レベル以上は、ほとんど未整備　(今後の課題）	
  

ほとんどのボランティアWebGISによる支援は、基盤地図情報
をダウンロードして活用した。	
  
しかし、基盤地図情報２５００が、整備されていない市町村が
大半であったため、建物ベースを必要とする被災地支援では、
ゼンリンやＮＴＴ、航測会社からの大縮尺電子地図を利用を利
用した。	
  
　あるいは、国土地理院のサイトからダウンロードできる災害
直後・災害前の空中写真やオルソ画像を利用したが、背景画
像としての利活用が、震災直後には多かった。。	
  

課題１　災害が予想される市町村では、災害前に基盤地
図情報2500レベルは、作成される必要がある。	




日本地理学会災害対応本部津波被災マップ作成チーム	
  
津波遡上区域の電子化と電子国土Web,eコミマップで公開	
  

(英語、日本語版）	
  
h9p://danso.env.nagoya-­‐u.ac.jp/20110311/data/index.html	
  





基盤地図情報２５０００を利活用し、津波
遡上区域を短期間で電子化	


　国土地理院の空中写真から判読（日本地理学会災害対応
委員会の地形学者）	
  

　　　　　　　　　　　↓	
  
　空中写真判読結果を地形図1/25000に記入（日本地理学
会災害対応委員会の地形学者）	
  
　　　　　　　　　　　↓	
  

　判読結果記載の紙の地形図をスキャン（名古屋大学）　	
  
　　　　　　　　　　　 ↓ 　　　　　　　　　　　　　　　　　	
  
　基盤地図情報25000をベースに津波遡上区域のポリゴン
化（奈良大学　でベクトル化　僅か4日で完成）	




基盤地図情報2500レベルをベースに奈良大学地
理情報コース学生(2年生）が行った津波遡上区域
のARCGISによるベクトル化作業(2011年3月）	




基盤地図情報２５０００をベースマップと
して利活用することの重要性	


•  海岸線や河川境界線は、基盤地図情報
25000を使用することにより、他の様々な電子
地図との重ね合わせが可能	
  

•  海岸線を含む行政界ポリゴンをベースに津波
遡上の最上流線を入力しただけで津波遡上
区域のポリゴン化が短時間で完成（実作業は
4日、奈良大学地理情報ゼミ2・３年生の学生
で作成）	




◎国土地理院電子国土Webによる災害・復旧情報の配信	




多様な画像情報	


国土地理院スライド引用	




津波浸水域	


国土地理院スライド引用	




．標高　5mDEMの提供	


国土地理院スライド引用	




基準点の成果改定	
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電子基準点364点の成果公表停止	

（3/14）	


東日本地域においては、最新のVLBI
及びGPS観測に基づいて成果計算	


地震に伴う変動の小さい西日本地域
においては、従来の	

「測地成果2000」を利用	


計算の結果、成果公表停止地域の	

境界付近で精度が十分確保できない	


成果改定を行う地域に富山県、石川
県、福井県、岐阜県を含め、電子基

準点の改定成果を計算	


新しい測量成果を公表（5/31）	


国土地理院スライド引用	




東日本大震災津波流失家屋判読システむム　　WebGISによる	


11.11.29	
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国土地理院提供の震災前後のオルソ画像を利用	




11.11.29	
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11.11.29	
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女川市の津波遡上区域と建物防失	


11.11.29	
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女川市の津波遡上区域と建物防失	


11.11.29	
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◎　国土政策局のＧＩＳホームページから東日本大
震災リンク集など震災関連のGISポータルサイトが
運用された	




e‐コミュニティプラットフォーム(防災科学技術研究センター）	


WMS対応WｅｂGIS	




◎　Ｇｏｏｇｌｅ　Earth　や　Ｏｐｅｎ　Street　MAPなど
地球レベルのGISプラットフォームや電子国土
Web、e-­‐こみマップなどのGISプラットフォームか
らの情報発信と情報共有	


阪神淡路大震災とは異なり、WebGIS利活用
が進み、	
  
GISが情報プラットホームとして利活用された。	




　　三陸リアス式海岸地域	
  
　　仙台湾沿岸地域	
  
　　仙台湾沿岸の放射能汚染	
  
　　関東平野の液状化地域	


②広域災害であり、被災・復興状況の多様性	




南三陸町	


激甚被災地の面的復興	


集落全面移転か。低地内に避難ビルや避難丘などで中心の復興　
住民の意向を尊重　　住民の就労拠点の壊滅(早急な復興が必要）	


被害なしの高所の集落	
  
水田と宅地の交換（法整備）	




激甚被災地面的復興	


工業地域	
  
紙・パルプ製造業、
飼肥料製造業、
合板製造業	


水産加工業地域	


中心市街地（建物被害小、点的復興地域	


石巻市　　沿岸部の激甚被災地は、石巻市の工業・水産業の拠点地域　市民の就労拠点で
あるため、早急な復興が必要　高所移転よりは、現地で津波時に避難可能な土地利用計画が
必要(避難丘や防潮堤、避難道路、避難ビルなど　港湾の耐震化・・　住宅移転と農地と宅地の
交換）	




仙台平野	
  

仙台大都市圏	


点在する激甚地域　地盤沈
下で、海抜０ｍ地域が多い	


農地と宅地混在	
  
標高2-­‐3m(津波危険地域	


住宅密集
地域(建
物被害
小）	


仙台港周辺の工業地域
(被災地域）	


仙台空港周辺の工業地域
(被災地域）	


沿岸地域の工業地域は、仙台大都市圏の重要な工業地域　　早い復興が
必要　点在する激甚地域は、海抜n0m地帯でもあり、集落移転が必要	
  
宅地と水田の交換、　農地の再生をどうするか）新産業の立地？	




西日本で避難者受け入れ戸
数にゆとりがある。	


GIS学会防災GIS分科会による県外雛者数受け入れ調査より	


GIS学会防災GIS分科会	




インターネットからの
データ入手の限界	
  
府県によりバラバラ	


自治体職員。学生の献
身的なボランティア活
動(インターネットからの
データ入手）	


県外避難者の状況が
リアルタイムに把握で
きるGISが必要	




地方自治体のペアリング支援	
  
　日本学術会議からの提言（３月）	
  

・日本学術会議3月22日に緊急提言	
  
地方自治体間のペアリング支援(対口支援）	
  
　　　　中国四川地震における対口支援の実績	
  
　　　　　(東大：石川研究室）	
  
　被災自治体では、地方自治体職員が死亡し、行政機能
が低下。	
  



・関西広域連合の加盟府県や近
畿の政令市が、被災県や自治体
を分担して長期の継続的な支援
を目指す「対（たい）口（こう）支援
（ペアリング支援）」と呼ばれる手
法を3月13日から試行導入してい
た。	


11.11.29	
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•  自治体のペアリング支援を実現させるのは、自
治体GISではないか。(仙台市下水道GISの事例）	
  
　　　　　　　　　　　　　　↓　　　	
  
県外避難者の避難先住所から避難者単位のリア
ルタイム分布図作成が必要。	
  
　　　　　　　　　　　　　　↓	
  
　　（携帯・スマートフォンによる位置情報を全国で
収集するクラウド型GISが必要ではないか。）　　　　　　　　　　
↓	
  
　　　　地名辞典(地番・番地レベル)が必要	
  



③自治体GIS導入の多様性	


•  仙台市は、自治体GISでは先進的な政令指定
都市	
  

•  石巻市は、自治体GIS導入準備段階（一部導
入済み）	
  

•  三陸沿岸の市町村は、大半が自治体GIS未
導入	




１．被災自治体の自治体GIS利活用事例	
  
　　　　仙台市と石巻市（7月上旬）	
  

２．学術ボランティアによる被災直後の自治体業
務支援	
  
　　　　GIS学会防災GIS分科会の活動	
  

　　　　防災科学技術研究所のボランティア支援	
  

２．被災自治体内における	
  
GIS利活用の事例	
  



•  仙台市・石巻市現地調査	
  
　　協力：東北GIS技術研究会（GIS学会賛助団体）　	
  

　　　　仙台市下水道GISの震災直後の利活用	
  

　　　　仙台市固定資産税課でのGIS利活用	
  

１．被災自治体の自治体GIS利活用事例	
  
　　　仙台市と石巻市（7月上旬）	
  



仙台市下水道調整課（下水道GIS稼働）	




仙台市下水道課	
  
500レベルの下水道GIS出力図	




下水管被害と宅地被害との重ね合わせ
ＧＩＳ出力図	




住宅地の建物被害と下水道館被害重
ね合わせ（GIS出力図）	




下水道被害箇所の写真もデータベー
ス化	




仙台市地元GIS企業のGIS上級技術者が、自治体内で
サポート	




政令指定都市から下水道被害調査に
延べ6000人の応援職員派遣	


•  　　GISを利用して調査区域・調査要員配分の
計画（効率的な自治体ボランティア支援の活動
をGISで管理）　被害箇所調査データは、そのま
ま下水道GISのデータベースへ入力	
  

•  　被害調査データをGISに入力することにより下
水道のアセットマネージメントに利活用する方
針	
  
　　　　　　　　（下水道課長、水谷氏より聞き取り）	
  



•  政令指定都市13都市から下水道支援として
最大1日200人程度の自治体支援隊の派遣
（自治体下水道支援者総数は述べ6000人）	
  

•  最大で1日200kmの被害調査が実施されたが、
下水道総延長（4578km）の内、１次調査
1400kmが僅か10日程度で実施された背景に
は、500レベルの下水道GISが稼働していたか
らである。	
  

•  　	




仙台市下水道管理ニーズの変化	
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佐野コンサルタンツ株式会社スライド引用	




仕様の見直し	


ＣＡＤ的仕様	


• 属性表示	

• 引出線	


構造化仕様	


• ネット
ワーク構
造	


• 図郭の概
念	


標準化仕様	


• バイナ
リーデー
タからの
脱却	
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佐野コンサルタンツ株式会社スライド引用	




事例紹介	


•  ＪＰＧＩＳ準拠データ	
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佐野コンサルタンツ株式会社スライド引用	




事例紹介	


•  東日本大震災対応事例	
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佐野コンサルタンツ株式会社作成スライド引用	




罹災証明発行に固定資産GISのデータを活用し、
独自に罹災証明発行システムを開発し利用	




紙地図も利用	


GISの先進自治体でもGISに関する認識が各部署
によって異なる。	
  
データ共有化が少なく、基盤地図情報に関しする



石巻市　津波で甚大な被害	






GISは未使用と自治体職員からヒアリング	
  
しかし、防災科学技術研究所のｅ‐コミマッ
プを利用したボランティアGIS支援があった。	


自治体職員は、IT支
援がGISによるとは
認識していない	


石巻市瓦礫撤去業務課でヒアリング　2011年7月2日	




災害対策室で聞き取り	
  
国土地理院からGISデータ提供は認識、ただし、利活

用に関しては、今後の課題	




石巻市のヒアリングより	

•  地震前に自治体GISの実績が少ないため、　GISを地震後、十分に対応できていない。	
  

しかし、	
  
①道路管理のための500レベルオルソ画像が地震直前に完成していたため、今後、復興では、これらのGISデータを利

活用される可能性は大きい。	
  
②石巻市の地元GIS企業は、流失を免れたGISデータを復旧させ、業務の効率化に利活用していた。	




GIS上級技術者がいるGIS企業	




1階は壊滅、2階は浸水を逃れるが、サーバーは1
階にあったため、データは、破壊された。しかし、2
階にUSBメモリーに保存された自治体報告書添付
のGISデータが少し、浸水を免れた。	










GIS上級技術者が震災後、ビュー
アーを急遽作成し、県道路関係者
に提供	




GIS上級技術者が震災後、ビューアー
を急遽作成し、県土木部に提供	




GIS上級技術者が震災後、ビューアー
を急遽作成し、県道路関係者に提供	








。	
•  GIS上級技術者のいる地元GIS企業は、災
害後にGISスキルを使用して迅速な対応を
し、地方自治体の意思決定を支援してい
た。	
  

• その背景には、宮城県や石巻市がGISを
導入または、GISデータ整備段階であり、
地元にGIS技術力のある企業が成長して
いたこと。	




３．WebＧＩＳを利用したボランティア支援
の新しい展開 

•  ＷｅｂGISによる遠隔地共同作業による亡失家屋データの
作成（EMC　東大・京大）奈良大参加	
  

•  防災科学技術研究所による官民協働クラウド型GISによる
被災地支援	
  

•  OSMによるFOSS4G　オープンデータオープンソースによる
クライシスマッピング(震災ｉｎｆo）奈良大参加	
  



東北地方太平洋沖地震緊急地図作成チーム（EMT）	

h9p://www.drs.dpri.kyoto-­‐u.ac.jp/emt/index.html	
  

内閣府には、ボランティア活動ではなく、災害時にクライシスマッピング技術支援
業務が必要（GISで震災時の意思決定支援体制の法的整備が必要）	




宮城県	


VC	


気仙沼市VC	


南三陸町VC	


石巻市VC	


七ヶ浜町VC	


名取市VC	


東松島市VC	


仙台市VC	


岩沼市VC	


多賀城市VC	


塩釜市VC	


亘理町VC	


山元町VC	


＜大判プロッター＞	

各VCにグループページを割
り当て、VC間で情報共有・
連携	
  

災害ボランティアセンターにおけるGIS利用事例	


各VCにグループページを設置	


←ウェブページ（eコミグルー
プウェア）：広報用	


↓地図ツール（eコミマップ）	

：情報管理・活用	


hDp://msv3151.c-­‐bosai.jp/	


独立行政法人 防災科学技術研究所　（長坂　俊成氏）提供スライド引用　一部加筆	
  

防
災
科
学
技
術
研
究
所
叏
災
害
吳
呀
呉
吝
叺
叹
叏
取
叫
組

叠	




WebGIS「eコミマップ」について	
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国際標準の地理空間情報の流通方式である、Web Mapping Service (WMS)、Web 
Feature Service (WFS)、Web Coverage Service(WCS)をはじめ、GoogleのKMLに
対応しており、動的に地図上に重ね合わせることが可能。	


分
散
相

互
運
用
環
境

NIED	


自治体	


大学・研究	
  
機関等	


洪水ハザードマップ	


地域住民による情報	


統合型GIS	
  
ハザードマップ	
  
航空写真	


地震動予測地図	
  
地すべり地形分布図	
  

各種地図・図表	
  
シミュレーション	
  

メタデータDB	

災害リスク情報	
  
クリアリングハウス	


メタデータ登録	


田口仁、 長坂俊成、, 臼田裕一郎、花島誠人、 小島誠一郎　提供スライド（GIS学会2011鹿児島退会発表）引用	




東日本大震災における支援自治体	

•  震災発生後、岩手県遠野市の後方支援活動本部と共に現
地へ入り、自治体の要請に基づきeコミマップによる災害対
応業務の支援を実施	


3.	
  釜石市	
  
　　「がれき撤去支援システム」	


2.	
  大槌町	
  
　　「罹災証明書発行支援システム」	


1.	
  陸前高田市	
  
　　「罹災証明書発行支援システム」	


7
9	
  田口仁、 長坂俊成、, 臼田裕一郎、花島誠人、 小島誠一郎・GIS学会2011鹿児島GIS学会発表スライド引用	




通信衛星 

陸前高田市税務課における情報支援の概要	
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   June	
  11,	
  2011	
  

陸前高田市 

eコミマップ・サーバ 

Internet 

被災者 

eコミマップ・サーバ 
（仮庁舎用・出張用） 

り災証明書発行 
システム 市職員 

操作 

支援者 

eコミマップ・サーバ 
（ローカル） 

開発者 
協働 

調整 

搬入 

A
D

S
L/
光

 

モ
バ
イ
ル

 

り災証明書 

財団法人地域開発研究所・花島雅人氏 （GIS学会鹿児島大会2011発表）提供スライド引用	




FOS4G/オープンソースによるボランティアベース
のクライシスマッピング	


FOSS4G(Free	
  and	
  Open	
  Source	
  So\ware	
  for	
  Geospa^al)	




Sinsai.infoにみるボランティア情報源	
  
メール,Twi9er　フォーム入力・・・	


クラウドソーシングツールUshahidi	


WebGISとソシャールメディア(TwiDer、Facebook、SNS）の連
携	




OpenStreetMap!!　著作権フリーのボランティアマップ	




そうして避難場所の入力を始めました	


田村君（奈良大４年）スライド引用	




•  原発・エネルギー政策の転換と安心安全な社
会づくりにおけるGIS利活用(自然エネルギー）	
  

・自然エネルギーが送電可能な送電線インフラ
の整備とGIS利活用(スマートグリッドなど）	
  
・省電力・ライフスタイルと省電力型地域社会の
形成とGIS利活用(スマートシティ）	
  

・少子高齢化・人口減少社会におけるGIS利活
用(ユビキタス位置情報基盤）	
  
・住民参加型行政（PP-­‐GIS）	


東日本大震災の教訓を踏まえたＧ空間社会　 
　　の課題とGIS	




家庭用蓄電池 
スマートメーター	


超電動ケーブル	


太陽光発電	


風力発電	
電気自動車	


マイクログリッド（分散型電源や分散型電力網の形成） 
デマンドコントロール(最大電力予測） 
スマートオアシス（電気自動車EV充電スタンド網の形成）	


クラウドGISの 
出番	


日本では、電子地図として基盤地図情報を利活用 
　将来的には、送電線網も基盤地図情報へ	




GIS　Smart　Grid　(米国の事例）	


http://www.gissmartgrid.com/2011/10/smartgrid-gov-resources/	




http://www.smartgrid.gov/	

米国　ESRI社　ＳｍａｒｔGrid向けGIS
開発	




G空間社会におけるGIS技術の変化	

•  ISO/TC211のオブジェクト指向ＧＩＳによりGISの機能が、一
般的なITシステム設計に簡単に取り入れられるようになっ
た。（GISは特殊なシステムからIT要素技術の一つへ変化）	
  

　　　例：ジオメディアの登場とスマートフォンによる爆発的な　	
  
　　　　　位置情報サービスを取り入れたアプリの開発	
  
・　ISO/TC211のWebサービス仕様によりWebサービスが可能
になり,GISWebサービス(データ流通、空間解析機能が
Webで可能）が主流になりつつある。その中でクラウドGIS
が発展の兆し	
  

・時空間データ取得技術の発達と基盤地図情報を含む国土
空間データ基盤の整備（インフラデータは無料）	
  



広がるジオメディアの世界	


http://www.nikkei.com/tech/business/article/
g=96958A9C93819499E0E6E2E3E08DE0E6E2EBE0E2E3E2E2E2E2E2E2E2;p=969
4E3EAE3E0E0E2E2EBE0E4E2E0 

Geomedea＝Geographical+Medeaから生まれた日本の造語 
ジオメディア=地理的な性質を持つ　+メディアという意味　	


GIS企業「シリウスラボ」所長(関
治之）が、 2006年より、ジオメ
ディアの開発や研究を行ったの

が最初、 
第1回ジオメディアサミット
を2008年、FOSS4G大阪
で同時開催 

いみ	




位置げー(位置ゲーム)のコロプラが、東北の観光地を
支援(ソーシャルゲームコロニーな生活☆プラス）	


G空間による 
位置ポイントゲーム 

お買物ポイントから 
移動距離がポイントにな
る世界 

位置ゲームによる交通・
観光産業と買い物マー
ケットのリンクが可能に 
（地域商店街の活性化、
JR利用の増加、観光地
の活性化・・・・・） 



クラウドコンピューティング	


パブリッククラウド(多数の個人ユーザー向けのサービス）の典型
が米国Google社の提供するMail、Map、Earth、Office、
Calendarなどのサービス	


プライベート／コミュニティ／ハイブリッド・クラウド 
特定の企業や地方自治体、団体などのサービス	


2種クラウドコンピューティング	


クラウドコンピューティングでは、情報の共有化、標準化
が重要	


GISはISO/TC211で地理情報標準化が進み、デー
タ、アプリケーションの共有化が可能になっている。　	




東日本大震災の復興地域で	
  
スマートシティ実現へ	


•  スマートグリッド（次世代送電網）は、電力を供給側・需要
側の両方から制御し、最適化する送電網で、省エネを実
現させる新技術。このインフラによりグリーンエネルギー	


　　(自然エネルギー）によるＳｍａｒｔCityの実現へ	


•  オバマ政権が、米国のグリーン・ニューディール政策の柱
として打ち出したSmartGridと　SmartCity。	


・　日本では、電線網やガス管、水道管などのインフラ整備　　	

　には施設管理型GISが導入され、米国と異なり、停電など	

　がない優れたGISがある。　	

・　既存の施設管理GISデータと基盤地図情報をベースにＧＩ　	

　Ｓを利活用すればSmartGRIDやSmartCityの実現は、	

　米国より早く達成できる可能性はある。	




スマートグリッドの実現と要素技術
をつなげる　Cloud　GIS	


•  家庭用蓄電池	
  
•  スマートメーター	
  

•  超電動ケーブル	
  

•  デマンドコントロール(最大需要電力予想）	
  

•  スマートオアシス(電気自動車（EV）充電スタン
ドを利用したサービス）	
  

•  マイクログリッド（分散型電源や分散型電力
網）	


要素技術をつなげる　Cloud　GIS	




ＥＳＲＩ社のCloudGISは、	
  
Amason.comで実装	
  

ＳＩＳによるＧeoＣＬＯＵＤ	


http://www.informatix.co.jp/sis/product/
sis_lesson4_4.html　より引用	


h9p://blog.esrij.com/arcgisblog/
2011/09/web-­‐8313.htmlより引用	


http://2010.foss4g.org/presentations_show.php?id=3609 

オープンソースGISのFOSS4G
もハイブリッドCloud型GIS	




Google社が、空間解析機能を有するGISビジネスにCloudで本格参入(2011年4月　発表）　
Google　Earth　Builder　（Cloud　GIS）　国・地方自治体・公共機関がターゲット有料	




４．東日本大震災後の自治体GISの課題と展望	


◎基盤地図情報をベースにした自治体GISの推進	
  
　（災害が来る前に整備しておくこと）	
  
　　基盤地図情報2500レベル以上の整備は震災対　　	
  
　　応として不可欠	
  
　　地籍調査の推進と500レベル道路台帳図面整備	
  
　　(ベクトルが望ましいがとりあえずオルソ画像整備	
  
　　が緊急に必要）　　　　	


◎業務別GISを災害時に緊急対応的に利活用でき	
  
　　るＧＩＳ技術者がいるGISスキル力のある地元企業	
  
　　を育成しておくことに	


◎自治体職員のＧＩＳスキルの向上と基盤地図情報　	
  
　　に関する研修が必要。　　被害データをアセットマネ	
  
　　ージメントに利用する発想が重要	
  



◎基盤地図情報の更新が自治体GISのバックアップ
体制（地物ベースのメンテナンス」）をつくる。	
  

　大阪府門真市で、基盤地図情報の更新実証実験	
  
　　　　　地物ベースの差分更新方式	
  
　　　　　地物のユニーク番号（UUID）	
  

　　　地方自治体のGISデータは、基盤地図情報の上
（位置の基準）で扱う必要がある。	




整備⇒利活用⇒相互更新へ	


１．整備・更新（自治体⇒国）　自治体の地理空間情報を使用し基盤地図情報を整備	


２．利活用（国⇒自治体） 　基盤地図情報を自治体ＧＩＳ（地理空間情報）で利用	
  

３．相互更新（国⇔自治体）　基盤地図情報をベースに、相互に整備・更新・流通で連携する	
  

民間工事竣工図事	


河川データ	


国府県道データ	

自治体ＧＩＳ0.1	
  

基盤地図情報	


基盤地図情報	
 自治体ＧＩＳ	


自治体ＧＩＳ	
 基盤地図情報	


基盤地図情報	


自治体ＧＩＳ	
  

基盤地図情報	


自治体ＧＩＳ	
  
更新	


更新	


整備	


スパイラルアップをめざす国と自治体による相互更新	
  

基盤地図情報グランドデ
ザイン＿国土地理院より	


99	

門真市総合政策部企画課ＩＴ推進グループ　　一氏昭吉氏スライド引用	




平成19年度基盤地図情報初期整備時の検証	

　RMSE=0.352m	


H18年度、マップデジによる道路データを使用し	
 
門真市共通基盤地図を作製	
 

平成21年度 
基盤地図情報更新	
 

H２１年度、基盤地図情報を使用して作成した門真市共通基盤地図
を、街区点を使用し道路データ修正	


H18年度、官民協と共同での検証結果	

　RMSE=0.558m	


H１９年度、街区点により、帰化補正後の門真市共通基盤地図を使
用（基盤地図情報整備指針にある図葉間調整と同様の方法で実施）	


平成19年度 
基盤地図情報初期整備	
 

平成21年度基盤地図情報更新時の検証	

　RMSE=0.310m	


H２２年度、基盤地図情報を使用して門真市共通基盤地図を修正	


位置精度だけでなく、門真市共通基盤地図の品質も大幅に向上した。	


更新の継続によるスパイラルアップの効果	
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門真市総合政策部企画課ＩＴ推進グループ　　一氏昭吉氏スライド引用	




建物はさまざまな情報と関連している	
  
 建築確認申請、用途現況調査	
  
 住所情報、住民情報	
  
 災害支援その他	


構造別現況調査図	
建築物用途別現況調査図	


地物IDをキーとして、さまざまな管理情報と連携	


家屋図・住居表示	
  
管理_ID	


基盤地図情報　　　　
uuid	


門真市共通基
盤地図

KADOMA_ID	
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門真市総合政策部企画課ＩＴ推進グループ　　一氏昭吉氏スライド引用	




すべての法定図書での活用＝基盤地図情報がベースなの
で、共有化への部門間の理解が得られる。	
  
⇒目的別の枠を超えた活用範囲の拡大	


都市計画総括図	


公園台帳図	


下水道台帳図	


道路台帳図	
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基盤地図情報更新により自治体GISの防災対策にもなる 
国と自治体との連携と、相互更新によるスパイラ

ルアップ	




相互更新の一般化の可能性、スパイラルアップ
への展望	


この製品仕様書に準拠して、地理
空間情報を作成することにより、門
真市と同様の相互更新が可能とな
る。	


５００レベルの「製品仕様書(案）」
が、２０１１年４月に国土地理院か
ら公開された。	
  
　この仕様における、「地物ID」と
「生成地物」は、門真市の地理空
間情報と、同様の考え方に基づく、
相互に参照するキー情報として、
整備することとされた。	
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門真市総合政策部企画課ＩＴ推進グループ　　一氏昭吉氏スライド引用	




基盤地図情報へ	
  
出典元キー情報として取り込

むことで保持される	
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門真市総合政策部企画課ＩＴ推進グループ　　一氏昭吉氏スライド引用	




基盤地図情報のUUIDを取り
込む	
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門真市総合政策部企画課ＩＴ推進グループ　　一氏昭吉氏スライド引用	




相互更新・相互連携を考慮した仕様書が公開された	


地図情報レベル５００	
  
標準製品仕様書	


基盤地図情報	
  
原型データベース	


相互更新が
可能	
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◎広域災害に備えてペアリング支援が可能な自治体連　	
  
　携を日常的に作っておくこと　	
  
（自治体GISのバックアップが必要　　そのためにも必要な
基盤地図情報の更新-­‐基盤地図情報の地物キーによる
GISデータの更新と運用	
  

国と地方自治体の日常的な連携と日常的に更新される
バックアップ体制）　	
  

住民情報や私有財産に関する基礎的GISデータの分散　	
  
　管理　そのためにも必要な基盤地図情報の更新	
  
東日本と西日本における自治体間ペアリング支援とクラウ
ド型GIS	


５．まとめ	




◎新しい、自由なWebGISを利用したＧＩＳボランティアへ　	
  
　の認識を高めておくこと	
  

　　災害直後にGISを意識しない多様な市民参加型のボ　　	
  
　　ランティア活動　	
  
　　　携帯電話やスマートフォンからの位置情報+震災情　	
  
　　　報の大量収集と管理　の必要性	


◎　高校生・大学生でもできるGIS/マップによるボランティア
IT支援活動　自宅から被災地を支援	
  
例　オープンストリートマップ(OSM)の活動　　(全世界レベ
ル）　　	
  
日本学術会議地理基礎・歴史基礎必修化(高校）	
  
高校の地理でGISを学び、地域づくりに参画できる人材育成	






地理基礎と歴史基礎の必修化	


地理A	
 

地図/GIS
スキル	
 

地理基礎	
 歴史基礎	
 

世界史	
 

日本史	
 



◎広域災害に備えてペアリング支援が可能な自治体連　	
  
　携を日常的に作っておくこと　（自治体GISのバックアッ	
  
　プなど）	
  

　住民情報や私有財産に関する基礎的GISデータの分散　	
  
　管理	
  
　東日本と西日本における自治体間ペアリングが必要	


◎新しい、自由なWebGISを利用したＧＩＳボランティアへ　	
  
　の認識を高めておくこと	
  

　　災害直後にGISを意識しない多様な市民参加型のボ　　	
  
　　ランティア活動　	
  
　　　携帯電話やスマートフォンからの位置情報+震災情　	
  
　　　報の大量収集と管理　の必要性	



